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（脊椎骨折に対する超音波測定法の意義について、全身各部位骨密度測定法
との比故による検討）
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論文内容の要旨
臣目　的ヨ
骨の定量的超音波測定（QUS）は、骨密度以外に骨の構造に関与し、その測定値は直接骨強度を
反映するものと期待されている。そこで、QUSによる脊椎骨折リスクの評価の有用性に関して骨密
度測定法との関連において検討を行った。
晦㍉酎
1．対象
退行期骨粗紫症の女性260名（平均年齢67±6・1才）を対象とし、それらを脊椎骨折の有触こよっ
て3群にわけた。
（NP：骨折なし、Pl：骨折1カ所、F2ニ骨折2カ所以上）
2．測定法
踵骨超音波測定装置（Lunar社製Achilles）にて踵骨超音波指穂の測定、躯幹骨測定用DXA装置
（Lunar社製DPX－L）を用いて全身、第2－4腰椎、大腿骨頚部骨密度測定、踵骨測定用SXA装置
（DoveMedical社製Osteoanalyzer）を用いて踵骨骨密度測定を施行した。
3．解析法
群間の比較、各群の平均値の差、骨折者の識別をそれぞれ平均値の比臥Student，st－teSt，Odds
ratio年齢補正後により検討した。QUS指標に関しては年齢の他に骨密度でも補正し、検討した。
骨折予知に対し有効な測定法の組み合せを知るため、腰椎骨密度、大腿骨頚部骨密度、踵骨骨密
度、QUS指標を日本骨代謝学会診断基準値に従って若年女性平均‾70％相当値を境界としてHigh
（正常域）、Low（骨組紫症）の2群に分類し、腰椎DXA測定法と組み合わせを作って2つの測定
法の組み合わせの有効性に関して検討した。
臣結　果3
1・NFとPlの群間の識別に関しては巌椎骨密度が最も優れ、FlとP2に関してはQUSがいずれの
骨密度測定法より優れていた。
2・NFvsFlでの骨折のoddsratioは、QUSは有為な債を示さなかったが、FIvsF2ではQUSが全
身を除く骨密度測定より高い値を示した。
3・骨密度で補正した後でも、QUSの。ddsratioに大きな変化はなかった。
生NPvsPl棚2の識別能は、QUSと腰椎骨密度を組み合わせた場合が最も高か二た。
監考　察ヨ
以上の事から、脊椎骨折発症の予知としては比較的多くの骨董が速やか拉失われる骨組老症早期
では腰椎骨密度測定法が最も有効で、骨董減少が進行し骨構造の変化が主となる進行した時期の骨
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粗紫症では超音波測定法が有効であると思われた。また、骨密度で補正した後も超音波指標の骨折
への危険率に変化の生じないことは、超音波で測定し得る因子が骨密度とは独立に直接骨強度に関
与していることを示唆していると思われた。
【結　論】
超音波測定法は進行した骨粗髭症の脊椎骨折のリスク評価において骨密度とは独立に有用な情報
を付加する事が明らかになった。
論文審査の結果の要旨
閉経後女性260人をNF：脊椎骨折なし、Pl：同1カ所、P2：同2カ所以上に分類し、全身各部
位骨密度測定法と踵骨超音波測定法（QUS）による群間の分別能を検討した。NF対Flの分別では
腰椎骨密度の百分率減少比とodds ratioが大であり、t検定は全ての骨密度が有意であった。Fl対F
2の分別ではQUSが最も有効であった。QUSのodds rati0は骨密度補正後も著変がなかった。
以上より、NFとFlの分別には腰椎骨密度が、FlとF2の分別にはQUSが優れ、かつQUSは骨密
度とは独立した骨折の危険度を示す因子である事が示された。
以上の研究は、超音波測定法は進行した骨粗紫症において脊椎骨折の危険度評価に有効で、骨密
度測定とし異なる情報を付加する事を明らかにしたものであり博士（医学）の学位論文として価値
あるものと認める。
なお、本学位授与申請者は平成11年1月29日実施の論文内容とそれに関連した試問を受け合格と
認められたものである。
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